
JP 2014-260 A 2014.1.9

10

(57)【要約】
【課題】被検体内で発生されたせん断波の伝搬を検査者
が簡便に確認できる形で可視化することができる超音波
診断装置を提供すること。
【解決手段】本実施形態に係る超音波診断装置１は、超
音波プローブ３と、超音波プローブ３を介して、被検体
内でせん断波を発生させる第１の超音波を第１領域に送
信し、第２の超音波を被検体内の第２領域に送信する送
信部１１と、第２の超音波に基づいて受信信号を発生す
る受信部１３と、受信信号を用いて第２領域へのせん断
波の伝搬に伴う組織の変位量を計算する変位量計算部１
９と、第２領域の各位置に関する変位量の時間変化に基
づいて、各位置にせん断波が到達した到達時間を決定す
る到達時間決定部２１と、到達時間と到達時間に応じて
予め設定された色相とに基づいて、到達時間に応じて色
相を割り当てたせん断波到達画像を発生する画像発生部
２３と、を具備することを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の振動子を有する超音波プローブと、
　前記超音波プローブを介して、被検体内でせん断波を発生させる第１の超音波を第１領
域に送信し、第２の超音波を前記被検体内の第２領域に送信する送信部と、
　前記第２の超音波に基づいて受信信号を発生する受信部と、
　前記受信信号を用いて、前記第２領域への前記せん断波の伝搬に伴う組織の変位量を計
算する変位量計算部と、
　前記第２領域の各位置に関する前記変位量の時間変化に基づいて、前記各位置に前記せ
ん断波が到達した到達時間を決定する到達時間決定部と、
　前記到達時間と前記到達時間に応じて予め設定された色相とに基づいて、前記到達時間
に応じて前記色相を割り当てたせん断波到達画像を発生する画像発生部と、
　を具備することを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記到達時間決定部は、前記変位量のうち最大変位量に基づいて、前記到達時間を決定
すること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記到達時間決定部は、前記変位量の時間変化における極大値のうち最大の変位量に基
づいて、前記到達時間を決定すること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記到達時間決定部は、前記変位量の時間変化のうち最大の時間変化に基づいて、前記
到達時間を決定すること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記変位計算部は、前記変位量として、前記超音波プローブから遠ざかる方向に沿った
変位量を計算すること、
　を特徴とする請求項１乃至４のうちいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記第２領域に操作者により指定された指定領域を入力する入力部をさらに具備し、
　前記到達時間決定部は、前記指定領域における到達時間を基準として前記各位置におけ
る到達時間を補正した補正到達時間を決定し、
　前記画像発生部は、前記補正到達時間と前記色相とに基づいて、前記せん断波到達画像
における色相を補正したせん断波到達補正画像を発生すること、
　を特徴とする請求項１乃至５のうちいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記各位置における到達時間を用いて、前記各位置におけるせん断波の伝搬速度を計算
する速度計算部をさらに具備し、
　前記画像発生部は、前記計算された伝搬速度と前記伝搬速度に応じて予め設定された色
相とに基づいて、前記各位置における前記伝搬速度に応じて前記色相を割り当てたせん断
波伝搬速度画像を発生すること、
　を特徴とする請求項１乃至６のうちいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項８】
　前記第２領域に操作者により指定された指定領域を入力する入力部と、
　前記指定領域内の各位置における前記到達時間を用いて、前記指定領域内を伝搬するせ
ん断波の伝搬速度を計算する速度計算部とをさら具備すること、
　を特徴とする請求項１乃至６のうちいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項９】
　前記第２領域に操作者により指定された指定領域を入力する入力部と、
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　前記指定領域内を伝搬するせん断波の伝搬速度を用いて、前記指定領域内における弾性
率を計算する速度計算部とをさら具備すること、
　を特徴とする請求項１乃至７のうちいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項１０】
　受信信号を記憶する記憶部と、
　前記受信信号を用いて、被検体内の各位置に伝搬したせん断波による組織の変位量を計
算する変位量計算部と、
　前記各位置に関する前記変位量の時間変化に基づいて、前記各位置に前記せん断波が到
達した到達時間を決定する到達時間決定部と、
　前記到達時間と前記到達時間に応じて予め設定された色相とに基づいて、前記到達時間
に応じて前記色相を割り当てたせん断波到達画像を発生する画像発生部と、
　を具備することを特徴とする医用画像処理装置。
【請求項１１】
　受信信号を記憶し、
　前記受信信号を用いて、被検体内の各位置に伝搬したせん断波による組織の変位量を計
算し、
　前記各位置に関する前記変位量の時間変化に基づいて、前記各位置に前記せん断波が到
達した到達時間を決定し、
　前記到達時間と前記到達時間に応じて予め設定された色相とに基づいて、前記到達時間
に応じて前記色相を割り当てたせん断波到達画像を発生すること、
　を具備することを特徴とする医用画像処理方法。
【請求項１２】
　コンピュータに、
　受信信号を記憶させ、
　前記エコー信号を用いて、被検体内の各位置に伝搬したせん断波による組織の変位量を
計算させ、
　前記各位置に関する前記変位量の時間変化に基づいて、前記各位置に前記せん断波が到
達した到達時間を決定させ、
　前記到達時間と前記到達時間に応じて予め設定された色相とに基づいて、前記到達時間
に応じて前記色相を割り当てたせん断波到達画像を発生させること、
　を具備することを特徴とする医用画像処理プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、被検体内を走査することにより被検体内部の臓器を画像化し、被
検体の疾患などを診断する超音波診断装置、医用画像処理装置、医用画像処理方法、およ
び医用画像処理プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、超音波診断において、超音波プローブを体表から当てるだけの簡単
な操作で心臓の拍動や胎児の動きの様子を、リアルタイムで表示することができる。加え
て、超音波診断装置は、安全性が高いため繰り返して検査に使用される。さらに、超音波
診断装置は、システムの規模がＸ線診断装置、Ｘ線コンピュータ断層撮影（Ｃｏｍｐｕｔ
ｅｄ　Ｔｏｍｏｇｒａｐｈｙ：以下、ＣＴと呼ぶ）装置、磁気共鳴イメージング装置（Ｍ
ａｇｎｅｔｉｃ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ　Ｉｍａｇｉｎｇ：以下、ＭＲＩと呼ぶ）など他の
医用画像診断装置に比べて小さい。このため、超音波診断装置は、ベッドサイドへ移動さ
せることにより容易に検査に使用できることなどの簡便性も有する。また、超音波診断装
置は、Ｘ線を用いた医用画像診断装置などのように被検体に対する被曝の影響がないため
に、産科や在宅医療等においても使用される。
【０００３】
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　近年、被検体内の組織の硬さを評価する機能を有する超音波診断装置が、広く普及して
きている．硬さの評価方法としては大きく分けて２つある。1つ目は、超音波プローブに
より被検体内の組織を体表から圧迫・解放することにより、圧迫・解放時に観測される断
面内の各点の歪みの大きさから、被検体内の組織の相対的な硬さを可視化する方法である
。2つ目は、音響放射力や機械的振動を体表から組織に与えることにより、断面内の各点
における組織の変位を経時的に観測する。具体的には、音響放射力や機械的振動により発
生したせん断波（シア・ウェーブ（ｓｈｅａｒ　ｗａｖｅ））の伝播速度を求めることに
より、診断対象組織の弾性率を求める方法である。
【０００４】
　１つ目の方法において、局所における歪みの大きさは、操作者が超音波プローブを動か
す大きさに依存する特徴がある。また、一つ目の方法において、操作者が着目している領
域（以下、着目領域と呼ぶ）の硬さの評価は、着目領域の周辺の領域（以下、周辺領域と
呼ぶ）の硬さと比較して行われる。すなわち、１つ目の方法では、着目領域の硬さは、周
辺領域の硬さと比較した相対的な硬さである。
【０００５】
　２つ目の方法では、着目領域の絶対的な弾性率を求めることができる。具体的には、２
つ目の方法は、一般的に、発生されたせん断波の通過による被検体内の各位置における組
織の変位を時系列的に取得する。なお、組織の変位には、せん断波による組織の変位以外
に被検体の体動による組織の全体的な変位が含まれる場合があるため、組織の全体的な変
位をキャンセルする処理が、一般的に実行される。次いで、各位置における変位が最大に
なる時間が、せん断波が到達した到達時間として推定される。推定された到達時間とせん
断波発生位置から各位置までの距離とに基づいて、被検体内を伝搬したせん断波の伝搬速
度が求められる。
【０００６】
　しかしながら、組織の全体的な動きの方向および速度が、短時間に変化するような不規
則なものである場合、組織の全体的な変位のキャンセルは、正確にできないことがある。
また、着目領域の場所および組織の硬さによっては、せん断波による組織の変位が微小と
なり、到達時間を精度よく推定できないことがある。加えて、組織の境界面においてせん
断波が反射・屈折した場合、およびせん断波が伝搬しない血管が着目領域に存在する場合
、到達時間が誤って求められてしまう可能性がある。
【０００７】
　組織の全体的な変位のキャンセルが正確に行われなかった場合、またはせん断波が反射
・屈折した場合、またはせん断波が伝搬しない領域が着目領域にある場合、せん断波の発
生位置から着目領域の各位置までのせん断波の到達時間は、到達時間の全体的な傾向から
外れた点となる。このため、全体的な傾向から外れた点は、せん断波の伝搬速度の計算過
程で除外されたり、せん断波の伝搬速度が算出不能であると判定されたりして、作図され
ないように出力される。このため、計算されたせん断波の伝搬速度に対する信頼性の程度
を示す方法も提案されている。
【０００８】
　しかしながら、せん断波の伝搬速度などの計測結果が未出力である場合、操作者は計測
結果が未出力である理由を具体的に知りえない問題がある。加えて、せん断波の伝搬速度
などの計測結果が出力された場合であっても、操作者は、計測結果がどの程度信頼性を有
する結果であるかということも具体的に知りえない問題がある。また、計測結果が低い場
合に、操作者は、計測に関する領域を変えれば信頼性のある計測結果が得られるか否かを
判断する事もできない問題がある。従って、操作者は、盲目的に関心領域を設定し、求め
られた計測結果（数値）と触診とその他の臨床所見から総合的に判断し、求められた数値
が妥当であるか否かの判断をしている。以上のことから、従来の超音波診断装置では、操
作者は、予め被検体内の組織の硬さについてある程度の検討をつけていなければ、上記手
法による計測結果の妥当性を判断することができない問題がある。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　被検体内の組織の硬さについて、操作者が予測できない場合においても、計測結果の妥
当性を直観的にわかりやすく把握できる表示方法が望まれている。例えば、硬さ計測の一
次情報であるせん断波が被検体内をどのように伝搬しているのか（例えば、操作者の期待
通りに方位（Ｌａｔｅｒａｌ：ラテラル）方向に一様に伝搬しているか、せん断波の反射
および屈折が発生しているか、または何らかの傾向をもってせん断波が伝搬しているかな
ど）を、操作者が確認できればよい。せん断波の伝搬の様子を操作者が確認する方法とし
て、例えば、せん断波の伝搬の様子を動画で表示する方法があるが、臨床においては、計
測のつどせん断波の伝搬を確認する動画を表示し、せん断波の伝搬を確認する時間を要す
るため、実用的ではない問題がある。
【００１０】
　本実施形態の目的は、被検体内で発生されたせん断波の伝搬を検査者が簡便に確認でき
る形で可視化することができる超音波診断装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本実施形態に係る超音波診断装置は、複数の振動子を有する超音波プローブと、前記超
音波プローブを介して、被検体内でせん断波を発生させる第１の超音波を第１領域に送信
し、あらかじめ決められた位置における変位を観測するための第２の超音波を前記被検体
内の第２領域に送信する送信部と、前記第２の超音波に基づいて、受信信号を発生する受
信部と、前記受信信号を用いて、前記第２領域への前記せん断波の伝搬に伴う組織の変位
量を計算する変位量計算部と、前記第２領域の各位置に関する前記変位量の時間変化に基
づいて、前記各位置に前記せん断波が到達した到達時間を決定する到達時間決定部と、前
記到達時間と前記到達時間に応じて予め設定された色相とに基づいて、前記到達時間に応
じて前記色相を割り当てたせん断波到達画像を発生する画像発生部と、を具備することを
特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、第１の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示す構成図である
。
【図２】図２は、第１の実施形態に係り、変位量観測走査機能に関する処理の手順を示す
フローチャートの一例を示す図である。
【図３】図３は、第１の実施形態に係り、せん断波を発生させる第１の超音波に関する走
査線と、第１、第２の受信信号を得るための第２の超音波に関する走査線とを、関心領域
とともに示す図である。
【図４】図４は、第１の実施形態に係り、せん断波到達画像発生機能に関する処理の手順
を示すフローチャートの一例を示す図である。
【図５】図５は、第１の実施形態に係り、関心領域のある位置において、組織の変位量の
時間的変化の一例を示す図である。
【図６】図６は、第１の実施形態に係り、関心領域のある位置において、被検体の体動に
よる組織の変位量を除去した変位量の時間的変化の一例を示す図である。
【図７】図７は、第１の実施形態に係り、関心領域のある位置において、組織の変位量の
時間的変化の一例を示す図である。
【図８】図８は、第１の実施形態に係り、関心領域のある位置において、被検体の体動に
よる組織の変位量を除去した変位量の時間的変化の一例を示す図である。
【図９】図９は、第１の実施形態に係り、発生されたせん断波到達画像の一例を、せん断
波到達時間に対応する色相の凡例を示すカラーマップの一例とともに示す図である。
【図１０】図１０は、第１の実施形態の変形例に係り、せん断波到達補正画像発生機能に
関する処理の手順を示すフローチャートの一例を示す図である。
【図１１】図１１は、第１の実施形態の変形例に係り、せん断波到達補正画像の一例を、
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せん断波到達画像の一例とともに示す図である。
【図１２】図１２は、第２の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示す構成図で
ある。
【図１３】図１３は、第２の実施形態に係り、せん断波伝搬速度画像発生処理の手順を示
すフローチャートの一例を示す図である。
【図１４】図１４は、第２の実施形態の第１の変形例に係り、４つの異なる走査線であっ
て同一深さの４点において、超音波プローブから遠ざかる方向の変位の時間的変化の一例
を示す図である。
【図１５】図１５は、第２の実施形態の第１の変形例に係り、４つの異なる走査線であっ
て同一深さの４点において、せん断波の到達時間に対するせん断波の発生位置からの距離
の関係の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面を参照しながら本実施形態に係わる超音波診断装置を説明する。なお、以下
の説明において、略同一の構成を有する構成要素については、同一符号を付し、重複説明
は必要な場合にのみ行う。
【００１４】
　（第１の実施形態）　
　図１は、第１の実施形態に係る超音波診断装置１の構成を示す構成図である。同図に示
すように、超音波診断装置１は、超音波プローブ３、装置本体５、表示部７、装置本体５
に接続され操作者からの各種指示・命令・情報を装置本体５に取り込むための入力部９を
有する。加えて本超音波診断装置１には、心電計、心音計、脈波計、呼吸センサに代表さ
れる図示していない生体信号計測部およびネットワークが、後述するインターフェース部
２９を介して接続されてもよい。
【００１５】
　超音波プローブ３は、複数の圧電振動子と、整合層と、複数の圧電振動子の背面側に設
けられるバッキング材とを有する。複数の圧電振動子は、圧電セラミックス等の音響／電
気可逆的変換素子である。複数の圧電振動子は並列され、超音波プローブ３の先端に装備
される。以下、一つの圧電振動子が一チャンネルを構成するものとして説明する。圧電振
動子は、後述する送信部１１から供給される駆動信号に応答して超音波を発生する。超音
波プローブ３を介して被検体Ｐに超音波が送信されると、送信された超音波（以下、送信
超音波と呼ぶ）は、被検体内の生体組織における音響インピーダンスの不連続面で反射さ
れる。圧電振動子は、反射された超音波を受信し、エコー信号を発生する。エコー信号の
振幅は、超音波の反射に関する不連続面を境界とする音響インピーダンスの差に依存する
。また、送信超音波が移動している血流、および心臓壁等の表面で反射された場合のエコ
ー信号の周波数は、ドプラ効果により、移動体（血流および心臓壁の表面）の超音波送信
方向の速度成分に依存して偏移する。
【００１６】
　以下、超音波プローブ３は、１次元アレイにより２次元走査するプローブとして説明す
る。なお、超音波プローブ３は、１次元アレイを複数の振動子の配列方向と直交する方向
に揺動させて３次元走査を実行するメカニカル４次元プローブであってもよい。また、超
音波プローブ３は、メカニカル４次元プローブに限定されず、２次元アレイプローブであ
ってもよい。
【００１７】
　整合層は、被検体Ｐに対する超音波の送受信を効率よくするために、複数の圧電振動子
の超音波放射面側に設けられる。バッキング材は、圧電振動子の後方への超音波の伝搬を
防止する。
【００１８】
　装置本体５は、送信部１１と、受信１３と、Ｂモード処理部１５と、ドプラ処理部１７
と、変位量計算部１９と、到達時間決定部２１と、画像発生部２３と、画像合成部２５と
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、記憶部２７と、インターフェース部２９と、制御部（中央演算処理装置：Ｃｅｎｔｒａ
ｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ：以下ＣＰＵと呼ぶ）３１とを有する。
【００１９】
　送信部１１は、パルス発生器１１Ａと、送信遅延回路１１Ｂと、パルサ回路１１Ｃとを
有する。パルス発生器１１Ａは、所定のレート周波数ｆｒＨｚ（周期：１／ｆｒ秒）で、
送信超音波を形成するためのレートパルスを繰り返し発生する。発生されたレートパルス
は、チャンネル数に分配され、送信遅延回路１１Ｂに送られる。
【００２０】
　送信遅延回路１１Ｂは、複数のチャンネルごとに、送信超音波をビーム状に収束し、か
つ送信指向性を決定するために必要な遅延時間（以下、送信遅延時間と呼ぶ）を、各レー
トパルスに与える。送信超音波の送信方向または送信遅延時間（以下、送信遅延パターン
と呼ぶ）は、後述する記憶部２７に記憶される。記憶部２７に記憶された送信遅延パター
ンは、後述するＣＰＵ３により超音波の送信時に参照される。
【００２１】
　パルサ回路１１Ｃは、このレートパルスに基づくタイミングで、超音波プローブ３の振
動子ごとに電圧パルス（駆動信号）を印加する。これにより、超音波ビームが被検体に送
信される。
【００２２】
　以下、せん断波を発生させる第１の超音波の送信について詳述する。送信部１１は、被
検体内でせん断波を発生させるプッシュパルス（第１の超音波）を、超音波プローブ３を
介して後述する第１領域に送信する。送信部１１は、第１の超音波の送信の前後に、後述
する第２領域に、第２の超音波を送信する。第２の超音波は、第１領域で発生されたせん
断波に起因する組織の変位量を得るために、送信部１１により送信される。具体的には、
送信部１１は、後述する入力部９を介して入力された関心領域（Ｒｅｇｉｏｎ　Ｏｆ　Ｉ
ｎｔｅｒｅｓｔ：以下、ＲＯＩと呼ぶ）、または操作者が着目している領域（以下、着目
領域と呼ぶ）などの所定領域の方位方向の境界近傍（以下、第１領域と呼ぶ）において、
予め設定された深さを焦点（以下、せん断波発生位置と呼ぶ）とするように、プッシュパ
ルスを送信する。せん断波発生位置は、換言すると、例えば、所定領域外であって所定領
域近傍の走査線上に設定される。予め設定された深さとは、例えば、所定領域の平均深さ
である。
【００２３】
　プッシュパルスの周波数は、Ｂモードおよびドプラモードにおいて送信される超音波の
周波数とほぼ同様である。プッシュパルスの波数は、Ｂモードおよびドプラモードにおい
て送信される超音波の波数より多い。具体的には、送信部１１は、後述するＣＰＵ３１に
より、例えば、第１領域の深さ方向の中点に超音波をビーム状に収束するための送信遅延
パターン（以下、せん断波発生送信遅延パターンと呼ぶ）を、記憶部２７から読み出す。
送信遅延回路１１Ｂは、せん断波発生送信遅延パターンによる送信遅延時間を、各レート
パルスに与える。パルサ回路１１Ｃは、このレートパルスに基づくタイミングで、プッシ
ュパルスを発生するための駆動信号を、振動子ごとに印加する。
【００２４】
　送信部１１は、第１の超音波の送信前後、所定領域（第２領域）に対して、第２の超音
波を送信する。
【００２５】
　受信部１３は、プリアンプ１３Ａ、図示していないアナログディジタル（Ａｎａｌｏｇ
　ｔｏ　ｄｉｇｉｔａｌ（以下、Ａ／Ｄと呼ぶ））変換器、受信遅延回路１３Ｂ、加算器
１３Ｃを有する。受信部１３は、第２の超音波とせん断波とに起因する反射波に基づいて
、受信信号を発生する。
【００２６】
　プリアンプ１３Ａは、超音波プローブ３を介して取り込まれた被検体Ｐからのエコー信
号をチャンネル毎に増幅する。Ａ／Ｄ変換器は、増幅された受信エコー信号をディジタル
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信号に変換する。
【００２７】
　受信遅延回路１３Ｂは、ディジタル信号に変換された受信エコー信号に、受信指向性を
決定するために必要な遅延時間（以下、受信遅延時間と呼ぶ）を与える。エコー信号の受
信方向または受信遅延時間（以下、受信遅延パターンと呼ぶ）は、後述する記憶部２７に
記憶される。記憶部２７に記憶された受信遅延パターンは、後述するＣＰＵ３１により参
照される。加算器１３Ｃは、遅延時間が与えられた複数のエコー信号を加算する。この加
算により、受信部１３は、受信指向性に応じた方向からの反射成分を強調した受信信号（
ＲＦ（ｒａｄｉｏｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）信号ともいう）を発生する。この送信指向性と受
信指向性とにより超音波送受信の総合的な指向性が決定される。この総合的な指向性によ
り、超音波ビーム（いわゆる「超音波走査線」）が決まる。具体的には、受信部１３は、
せん断波に起因する物理的な組織の変位に関する第２の超音波の反射波を受信する。
【００２８】
　Ｂモード処理部１５は、図示していない包絡線検波器、対数変換器などを有する。包絡
線検波器は、受信部１３から出力された受信信号に対して包絡線検波を実行する。包絡線
検波器は、包絡線検波された信号を、後述する対数変換器に出力する。対数変換器は、包
絡線検波された信号に対して対数変換して弱い信号を相対的に強調する。Ｂモード処理部
１５は、対数変換器により強調された信号に基づいて、各走査線および各超音波送受信に
おける深さごとの信号値（Ｂモードデータ）を発生する。
【００２９】
　なお、超音波プローブ３がメカニカル４次元プローブである場合や２次元アレイプロー
ブである場合、Ｂモード処理部１５は、被走査領域におけるアジマス（Ａｚｉｍｕｔｈ）
方向、エレベーション（Ｅｌｅｖａｔｉｏｎ）方向、深さ方向（以下レンジ（Ｒａｎｇｅ
）方向と呼ぶ）にそれぞれ対応付けて配列された複数の信号値からなる３次元Ｂモードデ
ータを発生してもよい。レンジ方向とは、走査線上の深さ方向である。アジマス方向とは
例えば、１次元超音波振動子の配列方向に沿った電子走査方向である。エレベーション方
向とは、１次元超音波振動子の機械的揺動方向である。なお、３次元Ｂモードデータは、
複数の画素値または複数の輝度値などを、走査線に沿って、アジマス方向、エレベーショ
ン方向、レンジ方向にそれぞれ対応付けて配列させたデータであってもよい。また、３次
元Ｂモードデータは、被走査領域において予め設定されたＲＯＩに関するデータであって
もよい。また、Ｂモード処理部１５は、３次元Ｂモードデータの代わりにボリュームデー
タを発生してもよい。以下、Ｂモード処理部１５で発生されるデータをまとめて、Ｂモー
ドデータ呼ぶ。
【００３０】
　ドプラ処理部１７は、図示していないミキサー、低域通過フィルタ（Ｌｏｗ　Ｐａｓｓ
　Ｆｉｌｔｅｒ：以下ＬＰＦと呼ぶ）、速度／分散／Ｐｏｗｅｒ演算デバイス等を有する
。ミキサーは、受信部１７から出力された受信信号に、送信周波数と同じ周波数ｆ０を有
する基準信号を掛け合わせる。この掛け合わせにより、ドプラ偏移周波数ｆｄの成分の信
号と（２ｆ０＋ｆｄ）の周波数成分を有する信号とが得られる。ＬＰＦは、ミキサーから
の２種の周波数成分を有する信号のうち、高い周波数成分（２ｆ０＋ｆｄ）の信号を取り
除く。ドプラ処理ユニット１４２は、高い周波数成分（２ｆ０＋ｆｄ）の信号を取り除く
ことにより、ドプラ偏移周波数ｆｄの成分を有するドプラ信号を発生する。
【００３１】
　なお、ドプラ処理部１７は、ドプラ信号を発生するために、直交検波方式を用いてもよ
い。このとき、受信信号（ＲＦ信号）は、直交検波されＩＱ信号に変換される。ドプラ処
理ユニット１４２は、ＩＱ信号を複素フーリエ変換することにより、ドプラ偏移周波数ｆ

ｄの成分を有するドプラ信号を発生する。ドプラ信号は、例えば、血流、組織、造影剤に
よるドプラ成分である。
【００３２】
　速度／分散／Ｐｏｗｅｒ演算デバイスは、図示していないＭＴＩ（Ｍｏｖｉｎｇ　Ｔａ
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ｒｇｅｔ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）フィルタ、ＬＰＦフィルタ、自己相関演算器等を有する
。なお、自己相関演算器の代わりに相互相関演算器を有していてもよい。ＭＴＩフィルタ
は、発生されたドプラ信号に対して、臓器の呼吸性移動や拍動性移動などに起因するドプ
ラ成分（クラッタ成分）を除去する。ＭＴＩフィルタは、ドプラ信号から血流に関するド
プラ成分（以下、血流ドプラ成分と呼ぶ）を抽出するために用いられる。ＬＰＦは、ドプ
ラ信号から組織の移動に関するドプラ成分（以下、組織ドプラ成分と呼ぶ）を抽出するた
めに用いられる。
【００３３】
　自己相関演算器は、血流ドプラ成分及び組織ドプラ成分に対して自己相関値を算出する
。自己相関演算器は、算出された自己相関値に基づいて、血流および組織の平均速度値、
分散値、ドプラ信号の反射強度（パワー）等を算出する。速度／分散／Ｐｏｗｅｒ演算デ
バイスは、複数のドプラ信号に基づく血流および組織の平均速度値、分散値、ドプラ信号
の反射強度等に基づいて、所定領域の各位置におけるカラードプラデータを発生する。以
下、ドプラ信号とカラードプラデータとをまとめて、ドプラデータと呼ぶ。
【００３４】
　以下、自己相関演算器により、組織ドプラ成分の位相差を計算する処理（以下、自己相
関処理と呼ぶ）について説明する。まず、一つの走査線方向に対して、所定のパルス繰り
返し周波数（Ｐｕｌｓｅ　Ｒｅｐｅｔｉｔｉｏｎ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ：以下、ＰＲＦと
呼ぶ）で複数回（ｎ回とする）に亘って、超音波が送受信される。次いで、受信部１３に
より複数の受信信号（ｎ個）が発生される。複数の受信信号にそれぞれ対応する複数のド
プラ信号から、複数の組織ドプラ成分が抽出される。組織ドプラ成分には、一つの走査線
方向の深さと送受信回数を示す番号とが付帯情報として付加される。
【００３５】
　自己相関演算器は、一つの走査線方向の同じ深さにおける複数の組織ドプラ成分（ｎ個
）に対して、自己相関処理を実行する。具体的には、ｉ番目（１≦ｉ≦ｎ－１）の組織ド
プラ成分ＴＤ（ｉ）と、（ｉ＋１）番目（２≦ｉ＋１≦ｎ）の組織ドプラ成分ＴＤ（ｉ＋
１）とに基づいて、組織ドプラ成分の位相差を計算する。より詳細には、自己相関演算器
は、ＴＤ（ｉ）とＴＤ（ｉ＋１）との複素共役積ＴＤ（ｉ）×ＴＤ＊（ｉ＋１）に対して
複素フーリエ変換を実行することにより、ＴＤ（ｉ）とＴＤ（ｉ＋１）との位相差を計算
する。この位相差を計算する手順は、ｉ＝１からｉ＝ｎ－１まで繰り返し計算される。す
なわち、１つの走査線方向におけるｎ回の超音波の送受信により発生されたｎ個の受信信
号を用いて、１／ＰＲＦごとおよび深さごとに、（ｎ－１）個の位相差が計算される。な
お、位相差の計算は、組織ドプラ成分が発生されるたびに計算されてもよい。位相差は、
１／ＰＲＦごとおよび深さごとの組織の変位量に対応する。１番目からｉ番目までの位相
差を積算することによって、１番目の組織ドプラ成分を基準としたｉ番目の組織の変位量
を求めることができる。
【００３６】
　なお、位相差の計算は、自己相関処理の代わりに図示していない相互相関演算器による
相互相関処理により計算されてもよい。相互相関処理とは、例えば、１回目の超音波の送
受信による組織ドプラ成分と２回目以降の超音波の送受信による組織ドプラ成分との位相
差を計算する処理である。すなわち、相互相関処理は、１回目の超音波の送受信による組
織ドプラ成分を基準として、位相差を計算する処理である。
【００３７】
　相互相関演算器は、一つの走査線方向の同じ深さにおける複数の組織ドプラ成分（ｎ個
）に対して、相互相関処理を実行する。具体的には、１番目の組織ドプラ成分ＴＤ（１）
とｊ番目（２≦ｊ≦ｎ）の組織ドプラ成分ＴＤ（ｊ）とに基づいて、組織ドプラ成分の位
相差を計算する。より詳細には、相互相関演算器は、ＴＤ（１）とＴＤ（ｊ）との複素共
役積ＴＤ（１）×ＴＤ＊（ｊ）に対して複素フーリエ変換を実行することにより、ＴＤ（
１）とＴＤ（ｊ）との位相差を計算する。この位相差を計算する手順は、ｊ＝２からｊ＝
ｎまで繰り返し計算される。すなわち、１つの走査線方向におけるｎ回の超音波の送受信
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に対して、１／ＰＲＦごとおよび深さごとに、（ｎ－１）個の位相差が計算される。相互
相関演算器による位相差は、１番目の組織ドプラ成分を基準としたｊ番目の組織ドプラ成
分の位相を示している。すなわち、相互相関演算器により出力される位相差は、１番目の
組織ドプラ成分を基準とした組織の変位量を示している。
【００３８】
　変位量計算部１９は、プッシュパルスの送信前に自己相関器により得られた組織の変位
量（以下、第１変位データと呼ぶ）と、プッシュパルスの送信後に自己相関演算器により
得られた組織の変位量（以下、第２変位データと呼ぶ）のうちｎ回目の超音波送受信終了
間際の組織の変位量（ｎ回目、（ｎ－１）回目など）とに基づいて、被検体の体動に関す
る組織の変位量（以下、体動変位量と呼ぶ）を、第２領域における深さごとに近似する。
変位量計算部１９は、近似された体動変位量を、第１、第２変位データから差分すること
により、せん断波の伝搬に伴う組織の変位量（以下、せん断波伝搬データと呼ぶ）を計算
する。なお、せん断波伝搬データは、走査線方向に沿って超音波プローブ３から遠ざかる
方向における組織の変位量であってもよい。
【００３９】
　以下、具体的に説明するために、プッシュパルスの送信前に所定領域内の一つの走査線
に対して実行される超音波の送受信回数（以下、プッシュパルス前送受信回数と呼ぶ）は
、１５回とする。また、プッシュパルスの送信後に所定領域内の一つの走査線に対して実
行される超音波の送受信回数（以下、プッシュパルス後送受信回数と呼ぶ）ｎは、６５回
とする。
【００４０】
　具体的には、変位量計算部１９は、プッシュパルス前送受信回数（１５回）に関する第
１変位データと、プッシュパルス後送受信回数（６５回）のうち６４回目と６５回目とに
それぞれ対応する複数の変位量とに基づいて、第１、第２変位データに関する超音波の送
受信期間に亘って、体動変位量の時間変化を、例えば２次多項式で近似する。以下、体動
変位量の時間変化を表すデータを体動変位データと呼ぶ。体動変位データは、所定領域内
の各位置（すなわち、所定領域内の走査線ごとおよび深さごと）に対して発生される。変
位量計算部１９は、第１、第２変位データから体動変位データを差分することにより、せ
ん断波による組織の変位量の時間変化を示すせん断波伝搬データを計算する。せん断波伝
搬データは、所定領域内の各位置に対して発生される。変位量計算部１９は、せん断波伝
搬データを後述する到達時間決定部２１に出力する。変位量計算部１９は、以上の処理に
より、所定領域内の各位置に対応するせん断波伝搬データを計算する。
【００４１】
　到達時間決定部２１は、せん断波伝搬データにおける組織の変位量の時間変化に基づい
て、所定領域内の各位置に到達したせん断波の到達時間（以下、せん断波到達時間と呼ぶ
）を決定する。具体的には、到達時間決定部２１は、所定領域内の各位置について、プッ
シュパルスの送信開始時またはプッシュパルスの送信終了時を時刻０として、せん断波伝
搬データにおける組織の変位量の最大値に対応する時間を、せん断波到達時間として決定
する。到達時間決定部２１は、所定領域内の各位置における到達時間に関するデータ（以
下、到達時間データと呼ぶ）を、後述する画像発生部２３に出力する。
【００４２】
　なお、到達時間決定部２１は、せん断波伝搬データにおける組織の変位量の時間変化の
うち最大の時間変化に対応する時間を、せん断波到達時間として決定してもよい。また、
到達時間決定部２１は、プッシュパルスの送信開始時またはプッシュパルスの送信終了時
を基準として所定の時間だけずらした時刻を０として、せん断波伝搬データにおける組織
の変位量の最大値に対応する時間を、せん断波到達時間として決定してもよい。
【００４３】
　なお、到達時間決定部２１は、せん断波伝搬データにおける組織の変位量の時間変化に
おける極大値のうち最大の変位量に基づいて、到達時間を決定してもよい。具体的には、
到達時間決定部２１は、せん断波伝搬データにおける組織の変位量の時間変化のうち、極
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大値を取るものを抽出する。例えばせん断波伝搬データの波形が複数のピークを持つ場合
には、極大値を取る点も複数存在することとなる。到達時間決定部２１は、これらの極大
値のうち、最大の変位量を持つ極大値を抽出する。到達時間決定部２１は、この極大値が
持つ変位量に基づいて、到達時間を決定する。
【００４４】
　画像発生部２３は、図示していないディジタルスキャンコンバータ（Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｓｃａｎ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ：以下ＤＳＣと呼ぶ）と画像メモリとを有する。画像発生
部２３は、ＤＳＣに対して、座標変換処理（リサンプリング）を実行する。座標変換処理
とは、例えば、Ｂモードデータ、ドプラデータおよび到達時間データからなる超音波スキ
ャンの走査線信号列を、テレビなどに代表される一般的なビデオフォーマットの走査線信
号列に変換する処理である。画像発生部２３は、座標変換処理により、表示画像としての
超音波画像を生成する。具体的には、画像発生部２３は、Ｂモードデータに基づいて、Ｂ
モード画像を発生する。画像発生部２３は、ドプラデータに基づいて、平均速度画像、分
散画像、パワー画像などのドプラ画像を発生する。
【００４５】
　画像発生部２３は、到達時間データと、後述する記憶部２７に記憶された到達時間色相
対応表とに基づいて、所定領域の各位置において、到達時間に応じて色相を割り当てたせ
ん断波到達画像を発生する。到達時間色相対応表とは、例えば、到達時間の値に対する色
相の対応表である。例えば、到達時間が０の場合の色相は、青である。色相は、例えば、
到達時間の増大に伴い、青から、青緑、緑、黄緑、黄、橙、赤の順で、最大到達時間を赤
色として定義される。
【００４６】
　画像メモリは、発生された超音波画像（Ｂモード画像、平均速度画像、分散画像、パワ
ー画像、せん断波到達画像）に対応するデータ（以下、画像データと呼ぶ）を記憶する。
画像メモリに記憶された画像データは、後述する入力部９を介した操作者の指示により、
読み出される。画像メモリは、例えば、フリーズする直前の複数のフレームに対応する超
音波画像を保存するメモリである。このシネメモリに記憶されている画像を連続表示（シ
ネ表示）することで、超音波動画像を後述する表示部７に表示することも可能である。
【００４７】
　画像合成部２５は、超音波画像に、種々のパラメータの文字情報および目盛等を合成す
る。画像合成部２５は、合成された超音波画像を後述する表示部７に出力する。画像合成
部２５は、Ｂモード画像にせん断波到達画像を位置合わせして重畳した重畳画像を発生す
る。画像合成部２３は、発生した重畳画像を、表示部７に出力する。
【００４８】
　記憶部２７は、フォーカス深度の異なる複数の受信遅延パターン、複数の送信遅延パタ
ーン、および複数のせん断波発生送信遅延パターン、本超音波診断装置１の制御プログラ
ム、診断プロトコル、送受信条件等の各種データ群、診断情報（患者ＩＤ、医師の所見等
）、受信部１３により発生された受信信号、Ｂモード処理部１５により発生されたＢモー
ドデータ、ドプラ処理部１７により発生されたドプラデータ、所定領域内の各位置におけ
る第１、第２変位データ、体動変位データ、せん断波伝搬データ、到達時間データ、到達
時間色相対応表、Ｂモード画像、平均速度画像、分散画像、パワー画像、せん断波到達画
像、せん断波到達画像の発生に関するに関するアルゴリズム（以下、せん断波到達画像発
生アルゴリズムと呼ぶ）などを記憶する。なお、上述した画像メモリは、記憶部２７に設
けられてもよい。
【００４９】
　インターフェース部２９は、入力部９、ネットワーク、図示していない外部記憶装置お
よび生体信号計測部に関するインターフェースである。装置本体５によって得られた超音
波画像等のデータおよび解析結果等は、インターフェース部２９とネットワークとを介し
て他の装置に転送可能である。なお、インターフェース部２９は、ネットワークを介して
、図示していない他の医用画像診断装置で取得された被検体に関する医用画像を、ダウン
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ロードすることも可能である。
【００５０】
　ＣＰＵ３１は、操作者により入力部９を介して入力されたＢモードとドプラモードとせ
ん断波到達画像表示モードとに対する選択、フレームレート、被走査深度、送信開始・終
了に基づいて、記憶部２７に記憶された送信遅延パターン、受信遅延パターン、せん断波
発生送信遅延パターンと装置制御プログラムとを読み出し、これらに従って装置本体５を
制御する。例えば、ＣＰＵ３１は、せん断波到達画像発生アルゴリズムを記憶部２７から
読み出す。ＣＰＵ３１は、読み出したせん断波到達画像発生アルゴリズムに従って、送信
部１１と、ドプラ処理部１７と、変位量計算部１９と、到達時間決定部２１とを制御する
。せん断波到達画像表示モードとは、せん断波到達画像を発生し、表示することを実行す
るモードである。
【００５１】
　具体的には、ＣＰＵ３１は、入力部７を介してせん断波到達画像表示モードが入力され
ると、第１変位データを得るための超音波を所定領域内の走査線方向に対して送信するた
めに、送信部１１を制御する。ＣＰＵ３１は、第１変位データを発生させるために、ドプ
ラ処理部１７を制御する。
【００５２】
　次いで、ＣＰＵ３１は、記憶部２７から読み出したせん断波発生送信遅延パターンを、
プッシュパルスを発生させるために送信部１１に出力する。ＣＰＵ３１は、第２変位デー
タを得るための超音波を所定領域内の走査線方向に対して送信するために、送信部１１を
制御する。ＣＰＵ３１は、第２変位データを発生させるために、ドプラ処理部１７を制御
する。ＣＰＵ３１は、第１、第２変位データに基づいて、体動変位データを発生させるた
めに、変位量計算部１９を制御する。ＣＰＵ３１は、第１、第２変位データと体動変位デ
ータとに基づいて、せん断波伝搬データを発生させるために、変位量計算部１９を制御す
る。ＣＰＵ３１は、せん断波伝搬データに基づいて、到達時間データを発生させるために
、到達時間決定部２１を制御する。ＣＰＵ３１は、記憶部２７から読み出した到達時間色
相対応表と到達時間データとに基づいて、せん断波到達画像を発生させるために、画像発
生部２３を制御する。
【００５３】
　表示部７は、画像合成部２５からの出力に基づいて、Ｂモード画像およびドプラ画像な
どの超音波画像、せん断波到達画像、重畳画像などを表示する。なお、表示部７は、表示
された画像に対して、ブライトネス、コントラスト、ダイナミックレンジ、γ補正などの
調整および、カラーマップの割り当てを実行してもよい。
【００５４】
　入力部９は、インターフェース部２９に接続され操作者からの各種指示・命令・情報・
選択・設定を装置本体５に取り込む。入力部９は、図示していないトラックボール、スイ
ッチボタン、マウス、キーボード等の入力デバイスを有する。入力デバイスは、表示画面
上に表示されるカーソルの座標を検出し、検出した座標を後述するＣＰＵ３１に出力する
。なお、入力デバイスは、表示画面を覆うように設けられたタッチコマンドスクリーンで
もよい。この場合、入力部９は、電磁誘導式、電磁歪式、感圧式等の座標読み取り原理で
タッチ指示された座標を検出し、検出した座標をＣＰＵ３１に出力する。また、操作者が
入力部９の終了ボタンまたはフリーズボタンを操作すると、超音波の送受信は終了し、装
置本体５は一時停止状態となる。
【００５５】
　入力部９は、操作者による指示により、関心領域または操作者が着目する所定領域を入
力する。入力部９は、操作者の指示により選択されたモードを入力する。
【００５６】
　（変位量観測走査機能）　
　変位量観測走査機能とは、せん断波の伝搬に伴う組織の変位量を取得するための走査手
順に関する機能である。以下、変位量観測走査機能に関する処理（以下、変位量観測走査



(13) JP 2014-260 A 2014.1.9

10

20

30

40

50

処理と呼ぶ）について説明する。
【００５７】
　図２は、変位量観測走査処理の手順を示すフローチャートである。図３は、変位量観測
走査処理において、せん断波を発生させる走査線（以下、せん断波発生走査線と呼ぶ）５
３とせん断波による組織の変位量を観測するための超音波の送受信に関する走査線（以下
、観測走査線と呼ぶ）５４、５５、５６、５７とを、関心領域（または着目領域）５２と
ともに模式的に示す模式図である。
【００５８】
　被検体Ｐに超音波を送信する前に関心領域５２が、入力部９を介した操作者の指示によ
り設定される（ステップＳａ１）。このとき、観測走査線の番号を示す変数ｋが初期化さ
れる。なお、関心領域５２の代わりに操作者が着目している領域が設定されてもよい。関
心領域５２内のｋ番目の走査線（例えば５４）に対して第２の超音波を複数回（例えば１
５回）送受信し、超音波の送受信ごとに第１の受信信号が発生される（ステップＳａ２）
。次いで、関心領域５２の位置に基づいて、せん断波発生送信遅延パターンが記憶部２７
から読み出される。読み出されたせん断波発生送信遅延パターンを用いて、関心領域５２
近傍の所定の走査線５４に対して、プッシュパルス（第１の超音波）が送信される（ステ
ップＳａ３）。プッシュパルスの送信後、ｋ番目の走査線（例えば５４）に対して、超音
波（第２の超音波）を複数回（例えば６５回）送受信し、超音波の送受信ごとに第２の受
信信号が発生される（ステップＳａ４）。関心領域全域すなわち、走査線５５乃至５７に
おいて、第１、第２の受信信号が発生されて（ステップＳａ５）なければ、ｋがインクリ
メントされる（ステップＳａ６）。その後、ステップＳａ２乃至ステップＳａ４の処理が
繰り返される。
【００５９】
　変位量観測走査処理は、関心領域５２内における複数の観測走査線各々に対して、プッ
シュパルス送信前に第１の受信信号を発生させるために超音波送受信し、次いで、プッシ
ュパルスを送信し、プッシュパルス送信後に第２の受信信号を発生させるために超音波送
受信することを繰り返す処理である。すなわち、変位量観測走査処理は、一つのプッシュ
パルスで一つの走査線に対する超音波送受信を実行する走査処理である。なお、一つのプ
ッシュパルスを送信後、複数の走査線にして超音波送受信が実行されてもよい。また、一
つのプッシュパルスの送信後、超音波を１回送信し、複数の走査線方向に対する受信を実
行するいわゆる並列同時受信が実行されてもよい。
【００６０】
　（せん断波到達画像発生機能）　
　せん断波到達画像発生機能とは、所定領域の各位置におけるせん断波到達時間を色相で
示すせん断波到達画像を発生する機能である。以下、せん断波到達画像発生機能に係る処
理（以下、せん断波到達画像発生処理と呼ぶ）について説明する。
【００６１】
　図４は、せん断波到達画像発生処理の手順の一例を示すフローチャートである。　
　一つの走査線に対する複数回の超音波の送受信によりプッシュパルス送信前に発生され
た複数の第１の受信信号を用いて、自己相関処理が実行される。自己相関処理により、所
定領域内の各位置に関する第１変位データが発生される（ステップＳｂ１）。一つの走査
線に対する複数回の超音波の送受信によりプッシュパルス送信後に発生された複数の第２
の受信信号を用いて、自己相関処理が実行される。自己相関処理により、所定領域内の各
位置に関する第２変位データが発生される（ステップＳｂ２）。
【００６２】
　図５は、関心領域のある位置において、組織の変位量の時間的変化の一例を示す図であ
る。すなわち、図５は、関心領域のある位置に関する第１、第２変位データをまとめた図
である。図５の横軸は、プッシュパルスを除いた超音波の送信回数に対応する。図５の縦
軸は、組織の変位量を示している。１から１５までの送信回数に対する組織の変位量は、
第１変位データに対応する。１６から８０までの送信回数に対応する組織の変位量は、第
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２変位データに対応する。図５における変位量は、１回目の超音波の送信回数に対する組
織の変位量を基準とした変位量である。すなわち、図５における変位量は、自己相関処理
により発生された位相差の積算値、または相互相関処理により発生された位相差に対応す
る。
【００６３】
　図５は、被検体の体動により、組織が１方向（超音波プローブ３に近づく方向）にほぼ
等速で移動していることを示している。被検体の体動により、せん断波の伝搬による組織
の変位は識別できない。
【００６４】
　第１変位データと第２変位データのうちｎ回目の超音波送受信終了間際の組織の変位量
（ｎ回目、（ｎ－１）回目など）とに基づいて、被検体の体動変位量を示す体動変位デー
タを発生する（ステップＳｂ３）。第１、第２変位データから体動変位データを差分する
ことにより、せん断波による組織の変位量の時間変化を示すせん断波伝搬データが発生さ
れる（ステップＳｂ４）。せん断波伝搬データに基づいて、せん断波の発生位置からせん
断波伝搬データに対応する関心領域内の各位置に到達したせん断波到達時間が決定される
（ステップＳｂ５）。
【００６５】
　図６は、図５に示した組織の変位量から被検体の体動による変位量を除去した変位量の
時間変化（せん断波伝搬データ）の一例を示す図である。図６の横軸は、プッシュパルス
を除いた超音波の送信回数に対応する。図６の縦軸は、組織の変位量を示している。図６
の縦軸の目盛および符号は、図５の縦軸と異なる。すなわち、図６の縦軸は、超音波プロ
ーブから遠ざかる方向を示しており、図５における縦軸の符号と反対の負である。また、
せん断波による組織の変位量の位数は、体動による組織の変位量の位数と異なる。
【００６６】
　図６に示すように、せん断波の通過後（２２回目の送信回数付近）で、組織の変位量の
絶対値が最大となっている。到達時間決定部２１は、図６において、組織の変位量の絶対
値が最大となる図中の４８の時間（送信回数）をせん断波到達時間として決定する。なお
、組織の変位量の時間的変化が負であって最大となる時間をせん断波到達時間として決定
する場合、到達時間決定部２１は、送信回数１６の近傍を、せん断波到達時間として決定
する。
【００６７】
　図７は、図５とは異なる関心領域のある位置において、組織の変位量の時間的変化の一
例を示す図である。図７の縦軸は、超音波プローブから遠ざかる方向を示しており、図５
の縦軸の符号と反対の負である。図７は、被検体の体動により、組織が１方向（超音波プ
ローブ３から遠ざかる方向）にほぼ等速で移動していることを示している。被検体の体動
により、せん断波の伝搬による組織の変位は識別できない。
【００６８】
　図８は、図７に示した組織の変位量から被検体の体動による変位量を除去した変位量の
時間変化（せん断波伝搬データ）の一例を示す図である。図８の縦軸および横軸は、図６
の縦軸および横軸とそれぞれ同じである。図８は、せん断波伝搬データが得られた位置に
おいて、せん断波による組織の変位量が小さすぎる場合、または被検体の体動による組織
の変位量が不規則である場合に発生されたせん断波伝搬データの一例を示している。到達
時間決定部２１は、送信回数２４の近傍をせん断波到達時間として決定する。図８のグラ
フは、図６のグラフと異なり、せん断波到達時間は明らかではない。図８のようなせん断
波伝搬データが得られた場合、せん断波到達画像において周囲の色相に比べて、例えば、
大きく異なる色相となる。
【００６９】
　決定されたせん断波到達時間と到達時間色相対応表とに基づいて、せん断波到達時間に
応じて色相を割り当てたせん断波到達画像が発生される（ステップＳｂ６）。発生された
せん断波到達画像は、Ｂモード画像に重畳されて表示部７に表示される。
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【００７０】
　図９は、発生されたせん断波到達画像の一例を、せん断波到達時間に対応する色相の凡
例を示すカラーマップの一例とともに示す図である。図９の（ａ）、（ｂ）は、Ｂモード
画像にせん断波到達画像を重畳した重畳画像の一例を示す図である。図９の（ａ）、（ｂ
）における円は、着目領域（ターゲット）を示している。図９の（ｃ）は、図９の（ａ）
、（ｂ）のカラーマップの凡例を示す図である。
【００７１】
　図９の（ａ）における着目領域は、着目領域の周囲より柔らかい組織を有する領域を示
している。図９の（ｂ）における着目領域は、着目領域の周囲より硬い組織を有する領域
を示している。図９の（ａ）、（ｂ）ともに、方位方向の色相の変化（図は淡色のため濃
淡の変化）は、図に向かって左から右にかけてせん断波が伝搬している様子を示している
。図９の（ａ）において、着目領域の下方領域では、まだら模様（モザイク模様）が表示
されている。すなわち、図９の（ａ）において、着目領域の下方領域は、例えば、図８に
示すように、せん断波到達時間を正確に評価できていない領域を示している。図９の（ａ
）と図９の（ｂ）とを比較すると、図９の（ａ）の中央付近では方位方向に沿って、色相
（図中では濃淡）が、図９の（ｂ）に比べて急に変化している。このため、図９の（ａ）
の中央付近では、せん断波の伝搬速度が遅いこと、すなわち図９の（ａ）の着目領域周辺
の組織より柔らかい組織であることが推定される。
【００７２】
　図９の（ｂ）の中央付近では方位方向に沿って、色相（図中では濃淡）が、図９の（ａ
）に比べて緩やかに変化している。このため、図９の（ｂ）の中央付近では、せん断波の
伝搬速度が速いこと、すなわち図９の（ｂ）の着目領域周辺の組織より硬い組織であるこ
とが推定される。
【００７３】
　　（変形例）　
　第１の実施形態との相違は、操作者の指示により所定領域内に指定された指定位置にお
けるせん断波到達時間を基準として、所定領域内の各位置におけるせん断波到達時間を補
正した補正到達時間を決定し、補正到達時間と到達時間色相対応表とに基づいて、せん断
波到達画像の色相を補正したせん断波到達補正画像を発生することにある。本変形例は、
第１の実施形態により発生されたせん断波到達画像に対して、追加して実行される処理を
有する。
【００７４】
　入力部９は、操作者により指定された指定位置を、装置本体５に入力する。
【００７５】
　到達時間決定部２１は、指定位置におけるせん断波到達時間を基準として、所定領域内
の各位置におけるせん断波到達時間を補正した補正到達時間を決定する。具体的には、到
達時間決定部２１は、各位置におけるせん断波到達時間から指定位置におけるせん断波到
達時間を差分することにより、各位置における補正到達時間を決定する。到達時間決定部
２１は、決定した補正到達時間を画像発生部２３に出力する。
【００７６】
　画像発生部２３は、補正到達時間と到達時間色相対応表とに基づいて、せん断波到達画
像における色相を補正したせん断波到達補正画像を発生する。具体的には、画像発生部２
３は、到達時間色相対応表を用いて、各位置における補正到達時間の値に対応する色相を
決定する。画像発生部２３は、せん断波到達画像の各位置における色相を、補正到達時間
に対応する色相に変更することにより、せん断波到達補正画像を発生する。
【００７７】
　画像合成部２５は、Ｂモード画像に重畳されたせん断波到達画像を、せん断波到達補正
画像に更新することにより、重畳画像の色相を補正した補正重畳画像を発生する。
【００７８】
　表示部７は、表示されているせん断波到達画像を、せん断波到達補正画像に置換して表
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示する。なお、表示部７は、重畳画像を表示している場合、表示されている重畳画像を補
正重畳画像に置換して表示してもよい。
【００７９】
　（せん断波到達補正画像発生機能）　
　せん断波到達補正画像発生機能とは、指定位置におけるせん断波到達時間を基準として
、所定領域内の各位置におけるせん断波到達時間を補正した補正到達時間を決定し、補正
到達時間と到達時間色相対応表とに基づいて、せん断波到達画像の色相を補正したせん断
波到達補正画像を発生する機能である。以下、せん断波到達補正画像発生機能に係る処理
（以下、せん断波到達補正画像発生処理と呼ぶ）について説明する。
【００８０】
　図１０は、せん断波到達補正画像発生処理の手順の一例を示すフローチャートである。
【００８１】
　表示部７に表示されたせん断波到達画像の関心領域内に、操作者の指示により指定位置
（または指定領域）が入力される（ステップＳｃ１）。なお、指定位置は、点でもよいし
、線分であってもよい。指定位置としての線分は、例えば、操作者による指示により関心
領域に指定された位置を通り、走査線に平行な線分である。指定位置におけるせん断波到
達時間を基準として、各位置にせん断波到達時間を補正した補正到達時間が決定される（
ステップＳｃ２）。記憶部２７から到達時間色相対応表が読み出される。読み出された到
達時間色相対応表と補正到達時間とに基づいて、せん断波到達画像における色相を補正し
たせん断波到達補正画像が発生される（ステップＳｃ３）。
【００８２】
　図１１は、せん断波到達補正画像を、せん断波到達画像とともに示す図である。図１１
の（ａ）は、第１の実施形態で発生されたせん断波到達画像を示す図である。図１１の（
ｂ）は、本変形例で発生されたせん断波到達補正画像を示す図である。図１１において、
せん断波は、図面に向かって左方向から右方向へ伝搬している。図１１における円形の領
域９１は、周辺組織よりもせん断速度が速い領域を示している。図１１における円形の領
域９２は、周辺組織よりもせん断速度が遅い領域を示している。
【００８３】
　図１１の（ａ）において、例えば円形の領域９２に着目してせん断波到達補正画像を表
示させる場合、入力部９を介して、せん断波到達時間の基準となる線分９０（すなわち、
せん断波到達時間をゼロとする位置）が入力される。到達時間決定部２１は、ＲＯＩ内の
同一深さの位置におけるせん断波到達時間から、線分９０（以下、基準線分と呼ぶ）上の
同一深さの位置におけるせん断波到達時間を差分する。到達時間決定部２１は、上記差分
をＲＯＩ内の各深さについて実行することにより、補正到達時間を決定する。到達時間が
負になる場合、到達時間決定部２１は、補正到達時間を０にする。画像発生部２３は、補
正到達時間と到達時間色相対応表とに基づいて、せん断波到達画像の色相を補正したせん
断波到達補正画像を発生する。
【００８４】
　図１１の（ｂ）は、図１１の（ａ）のせん断波到達画像の色相を、基準線分上のせん断
波到達時間に基づいて補正したせん断波到達補正画像の一例を示す図である。図１１（ｂ
）に示すように、領域９２では、方位方向の色相（図中では濃淡）は、急に変化している
。すなわち、図１１の（ｂ）は、領域９２におけるせん断波の伝搬速度が、領域９２の周
辺領域と比較して遅いことを示している。
【００８５】
　以上に述べた構成によれば、以下の効果を得ることができる。　
　本実施形態の超音波診断装置１によれば、被検体の体動による組織の変位量を除去した
組織の変量の時間変化に基づいて、関心領域内の各位置におけるせん断波到達時間に応じ
て色相を割り当てたせん断波到達画像を発生することができる。これにより、被検体内で
発生されたせん断波の伝搬の様子（例えば、屈折、反射など）を一つの画像として可視化
することができる。これにより、操作者は、せん断波到達画像におけるまだら模様の領域
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を、被検体の体動による変位量の除去を正確にできていないことなどにより、せん断波到
達時間を正確に決定できなかった領域であると判定するための判断材料とすることができ
る。また、操作者は、せん断波到達画像において、まだら模様の領域を、せん断波の伝搬
速度を決定するための処理対象および組織の硬さを評価するための評価対象から除外する
ことが可能となる。
【００８６】
　また、本実施形態の超音波診断装置１によれば、被検体の体動による組織の変位量を除
去した組織の変位量の時間変化の極大値のうち、最大の変位量を持つ値を抽出し、この極
大値が持つ変位量に基づいて到達時間を決定し、関心領域内の各位置におけるせん断波到
達時間に応じて色相を割り当てたせん断波到達画像を発生することができる。これにより
、例えば、変位量観測走査処理において、超音波プローブと被検体とのうち少なくとも一
つが動いた場合においても、適切な到達時間を決定することができる。すなわち、全体移
動が連続的に発生する場合、見かけ上の組織の変位量は、時間（送信回数）の経過に伴っ
て単調増加する場合がありうる。この時単に最大の変位量を抽出してしまうと、単調増加
の割合が大きい場合には、単調増加によって増加された値が最大の変位量として抽出され
てしまう。しかし、単調増加によって増加された変位量を用いることは、全体移動が生じ
た時点の変位量を用いて到達時間を算出することとなり、結果として物理的に正しくない
到達時間が決定されてしまう。そこで、極大値の中で最大の変位量を持つ値を抽出し、こ
の極大値が持つ変位量に基づいて到達時間を決定することにより、先に述べた単調増加に
よって得られた最大値を用いることなく、到達時間を決定するのに適切な時点の変位量を
用いることができる。これにより、到達時間の決定において、ロバスト性が向上する。
【００８７】
　以上のことから、本実施形態によれば、操作者は、各時刻における変位量を映像化した
画像を動画として観察しなくても、１枚のせん断波到達画像によりせん断波の伝搬の様子
を把握することができる。また、操作者は、せん断波到達画像において、方位方向の色相
の変化の度合い（色相の変化の緩急）を観察することにより、所定領域における各位置に
おけるせん断波の伝搬速度、すなわち各位置における組織の硬さを定性的に把握すること
ができる。
【００８８】
　また、本実施形態の変形例によれば、入力部９を介して操作者により入力された指定位
置におけるせん断波到達時間を基準として、せん断波到達時間の色相を補正したせん断波
到達補正画像を発生することができる。これにより、操作者が着目している着目領域が、
せん断波の発生位置から離れている場合においても、着目領域を伝搬するせん断波の様子
を簡便に表示することができる。加えて、本実施形態の変形例によれば、せん断波到達時
間の基準となる位置を線分として指定することもできる。これにより、せん断波が着目領
域に到達する前に、せん断波の伝搬速度の不均一性またはせん断波の屈折などによりせん
断波の波面が乱れたとしても、着目領域においては波面の乱れを初期化することができる
。この結果、着目領域におけるせん断波の伝搬の様子を、操作者にとって直観的でわかり
やすく表示することができる。
【００８９】
　（第２の実施形態）　
　第１の実施形態との相違は、所定領域（関心領域）内の各位置におけるせん断波到達時
間を用いて、所定領域内の各位置におけるせん断波の伝搬速度を計算し、計算された伝搬
速度に応じて色相を割り当てたせん断波伝搬速度画像を発生することにある。
【００９０】
　図１２は、第２の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示す構成図である。　
　速度計算部２２は、所定領域内の各位置におけるせん断波到達時間（到達時間データ）
を用いて、所定領域内の各位置におけるせん断波の伝搬速度を計算する。具体的には、速
度計算部２２は、所定領域内の各位置において、互いに隣接する位置におけるせん断波到
達時間の差（以下、到達時間差と呼ぶ）を計算する。また、速度計算部２２は、同時にた
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がいに隣接する位置間の距離を計算する。次いで、速度計算部２２は、所定領域内の各位
置における到達時間差の逆数と、隣接する位置間の距離の積を、せん断波伝搬速度として
計算する。速度計算部２２は、所定領域の各位置におけるせん断波伝搬速度のデータ（以
下、伝搬速度データと呼ぶ）を、画像発生部２３に出力する。
【００９１】
　画像発生部２３は、伝搬速度データと、記憶部２７に記憶された伝搬速度色相対応表と
に基づいて、所定領域の各位置において、せん断波の伝搬速度に応じて色相を割り当てた
せん断波伝搬速度画像を発生する。伝搬速度色相対応表とは、例えば、伝搬速度の値に対
する色相の対応表である。例えば、伝搬速度が０の場合の色相は、青である。色相は、例
えば、伝搬速度の増大に伴い、青から、青緑、緑、黄緑、黄、橙、赤の順で、最大伝搬速
度を赤色として定義される。
【００９２】
　画像合成部２５は、Ｂモード画像にせん断波伝搬速度画像を位置合わせして重畳した伝
搬速度重畳画像を発生する。画像合成部２５は、伝搬速度重畳画像またはせん断波伝搬速
度画像を、表示部７に出力する。
【００９３】
　記憶部２７は、伝搬速度データ、伝搬速度色相対応表、せん断波伝搬速度画像、伝搬速
度重畳画像、せん断波伝搬速度画像の発生に関するに関するアルゴリズム（以下、せん断
波伝搬速度画像発生アルゴリズムと呼ぶ）などを記憶する。
【００９４】
　ＣＰＵ３１は、操作者により入力部９を介して入力されたせん断波伝搬速度画像表示モ
ードの選択に基づいて、記憶部２７に記憶された送信遅延パターン、受信遅延パターン、
せん断波発生送信遅延パターンと装置制御プログラムとを読み出し、これらに従って装置
本体５を制御する。例えば、ＣＰＵ３１は、せん断波伝搬速度画像発生アルゴリズムを記
憶部２７から読み出す。ＣＰＵ３１は、読み出したせん断波伝搬速度画像発生アルゴリズ
ムに従って、速度計算部２２、画像発生部２３などを制御する。せん断波伝搬速度画像表
示モードとは、せん断波伝搬速度画像を発生し、表示することを実行するモードである。
【００９５】
　具体的には、ＣＰＵ３１は、入力部９を介してせん断波伝搬速度画像表示モードが入力
されると、到達時間データに基づいて、伝搬速度データを発生させるために、速度計算部
２２を制御する。ＣＰＵ３１は、伝搬速度データと記憶部２７から読み出した伝搬速度色
相対応表とに基づいて、せん断波伝搬速度画像を発生させるために、画像発生部２３を制
御する。
【００９６】
　表示部７は、画像合成部２５からの出力に基づいて、せん断波伝搬速度画像、伝搬速度
重畳画像などを表示する。
【００９７】
　（せん断波伝搬速度画像発生機能）　
　せん断波伝搬速度画像発生機能とは、所定領域（第２領域）の各位置におけるせん断波
の伝搬速度を色相で示すせん断波伝搬速度画像を発生する機能である。以下、せん断波伝
搬速度画像発生機能に係る処理（以下、せん断波伝搬速度画像発生処理と呼ぶ）について
説明する。
【００９８】
　図１３は、せん断波伝搬速度画像発生処理の手順の一例を示すフローチャートである。
【００９９】
　所定領域内の各位置におけるせん断波到達時間に基づいて、各位置におけるせん断波の
伝搬速度が計算される（ステップＳｄ１）。各位置における伝搬速度と伝搬速度色相対応
表とに基づいて、所定領域の各位置において、せん断波の伝搬速度に応じて色相を割り当
てたせん断波伝搬速度画像が発生される（ステップＳｄ２）。
【０１００】
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　　（第１の変形例）　
　第２の実施形態との相違は、操作者の指示により所定領域内に指定された指定領域内に
おけるせん断波の平均伝搬速度（以下、領域内平均伝搬速度と呼ぶ）を計算し、領域内平
均伝搬速度を表示することにある。
【０１０１】
　入力部９は、操作者により所定領域内に指定された指定領域を、装置本体５に入力する
。
【０１０２】
　速度計算部２２は、指定領域内の各位置におけるせん断波到達時間と、せん断波発生位
置から指定領域内の各位置までの距離とに基づいて、領域内平均伝搬速度を計算する。例
えば、速度計算部２２は、指定領域内であって、異なる走査線上の同一深さの位置におけ
る複数のせん断到達時間と、せん断波発生位置からの各位置までの距離とに基づいて、線
形回帰分析により領域内平均伝搬速度を計算する。
【０１０３】
　画像発生部２３は、せん断波到達画像とともに領域内平均伝搬速度を表示する画像を発
生する。
【０１０４】
　図１４は、指定領域内における異なる４つの走査線上の同一深さの各位置におけるせん
断波伝搬データを、縦軸を変位量、横軸を時間としてプロットした図である。図１４にお
ける曲線６４、６５、６６、６７はそれぞれ項となる走査線上の同一深さにおけるせん断
波伝搬データを示している。図１４における曲線６４、６５、６６、６７は、例えば、図
３における走査線５４、５５、５６、５７に対応する。到達時間決定部２１は、図１４の
曲線６４、６５、６６、６７各々に対して、超音波プローブから遠ざかる方向（図１４に
おける負の変位量）の最大値の時間を、せん断波到達時間として決定する。
【０１０５】
　図１５は、せん断波到達時間に対するせん断波発生位置からの距離の関係の一例を示す
図である。図１５における点７４は、図１４における曲線６４に対して決定されたせん断
波到達時間に対するせん断波発生位置からの距離を示している。図１５における点７５は
、図１４における曲線６５に対して決定されたせん断波到達時間に対するせん断波発生位
置からの距離を示している。図１５における点７６は、図１４における曲線６６に対して
決定されたせん断波到達時間に対するせん断波発生位置からの距離を示している。図１５
における点７７は、図１４における曲線６７に対して決定されたせん断波到達時間に対す
るせん断波発生位置からの距離を示している。図１５における直線７８は、点７４、７５
、７６，７７を用いた線形回帰分析により決定された近似直線である。速度計算部２１は
、線形回帰分析による直線の傾きを、領域内平均伝搬速度として計算する。
【０１０６】
　　（第２の変形例）　
　第２の実施形態における第１の変形例との相違は、計算された領域内平均伝搬速度を用
いて、指定領域内の平均弾性率を計算することにある。
【０１０７】
　速度計算部２２は、計算された領域内平均伝搬速度を用いて、平均弾性率（ヤング率）
を計算する。具体的には、速度計算部２２は、領域内平均伝搬速度（ｖｓ（ｍ／ｓ））の
２乗（ｖｓ

２）を３倍すること（３×ｖｓ
２）で、平均弾性率（Ｅ（ｋＰａ））を計算す

る。すなわち、速度計算部２２で計算される式は、Ｅ＝３×ｖｓ
２となる。

【０１０８】
　画像発生部２３は、せん断波到達画像とともに平均弾性率をするための画像を発生する
。
【０１０９】
　表示部７は、せん断波到達画像とともに平均弾性率をするための画像を表示する。
【０１１０】
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　以上に述べた構成によれば、以下の効果を得ることができる。　
　本実施形態の超音波診断装置１によれば、所定領域（関心領域）内の各位置におけるせ
ん断波到達時間を用いて、所定領域内の各位置におけるせん断波の伝搬速度を計算し、計
算された伝搬速度に応じて色相を割り当てたせん断波伝搬速度画像を発生することができ
る。これにより、被検体内で発生されたせん断波の伝搬速度の空間的な分布を可視化する
ことができる。また、操作者は、せん断波の伝播速度が雑音的に不均一になっている領域
では，せん断波の伝播がうまく捉えられていないと判断できる。さらに、せん断波到達画
像上に、せん断波が伝搬している領域またはせん断波の伝搬を正確にとらえている領域を
、せん断波の平均伝搬速度および平均弾性率を解析するための領域として指定し、せん断
波の平均伝搬速度および平均弾性率を計算することができる。これにより、せん断波の平
均伝搬速度および平均弾性率などの定量的な解析結果に対する信頼性を向上させることが
できる。
【０１１１】
　また、第１の実施形態の変形例として、本超音波診断装置１の技術的思想を医用画像処
理装置１００で実現する場合には、例えば図１の構成図における点線内の構成要素を有す
るものとなる。なお、医用画像処理装置１００は、記憶部２７に第１、第２変位データを
記憶し、以降の処理を実行することも可能である。この時、変位量計算部１９は不要とな
る。また、医用画像処理装置１００は、記憶部２７にせん断波伝搬データを記憶し、以降
の処理を実行することも可能である。この時、変位量計算部１９および到達時間決定部２
１は不要となる。
【０１１２】
　また、第２の実施形態の変形例として、本超音波診断装置１の技術的思想を医用画像処
理装置１０１で実現する場合には、例えば図１２の構成図における点線内の構成要素を有
するものとなる。また、医用画像処理装置１０１において、超音波診断装置１から出力さ
れたせん断波到達画像のデータなどを読み込んで、上記処理を実行することも可能である
。
【０１１３】
　（第３の実施形態）　
　第１、第２の実施形態との相違は、複数の観測走査線各々に対応して送信されるプッシ
ュパルスの送信回数を、複数回実行することにある。具体例として、第１領域内において
深さが異なる複数の焦点に対して、複数のプッシュパルスを送信する場合について説明す
る。
【０１１４】
　送信部１１は、第１領域内において、深さが異なる複数の焦点にそれぞれ対応する複数
のプッシュパルスを送信する。複数のプッシュパルスの送信により、複数の焦点各々にお
いて、せん断波が発生される。第２領域には、複数の焦点でそれぞれ発生されたせん断波
が重ね合わさった重畳せん断波が伝搬する。送信部１１は、例えば、第１領域内において
、深さが異なる４つの焦点に対して、それぞれプッシュパルスを送信する。具体的には、
図２のステップＳａ３において、送信部１１は、４つの焦点各々に対してプッシュパルス
を送信する。
【０１１５】
　ドプラ処理部１７の自己相関器または相互相関器により得られた第２変位データは、重
畳せん断波による組織の変位量を有している。
【０１１６】
　変位量計算部１９は、第１、第２変位データから体動変位データを差分することにより
、重畳せん断波による組織の変位量の時間変化を示す重畳せん断波伝搬データを計算する
。
【０１１７】
　到達時間決定部２１は、重畳せん断波伝搬データにおける組織の変位量の時間変化に基
づいて、せん断波到達時間を決定する。具体的には、到達時間決定部２１は、所定領域内
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プッシュパルスの送信終了時を時刻０として、重畳せん断波伝搬データにおける組織の変
位量の最大値に対応する時間を、せん断波到達時間として決定する。到達時間決定部２１
は、所定領域内の各位置における到達時間データを、画像発生部２３に出力する。なお、
せん断波到達時間の基準時刻は、いずれかのプッシュパルスの送信開始時刻、または送信
終了時刻に、任意に選択可能である。
【０１１８】
　以上に述べた構成によれば、以下の効果を得ることができる。　
　本実施形態の超音波診断装置１によれば、被検体の体動による組織の変位量を除去した
組織の変量の時間変化に基づいて、関心領域内の各位置における重畳せん断波のせん断波
到達時間に応じて色相を割り当てたせん断波到達画像を発生することができる。これによ
り、被検体内で発生されたせん断波の伝搬の様子（例えば、屈折、反射など）を一つの画
像として可視化することができる。
【０１１９】
　医用画像処理装置１００、１０１にネットワークを介して接続される超音波診断装置は
、超音波検査において、データの取得および保存を実行すればよい。本医用画像処理装置
１００、１０１は、超音波検査後に、せん断波到達画像を詳細に観察するために使用する
ことが可能となる。すなわち、超音波検査を行う検査者と超音波診断装置により発生され
た医用画像を解析する解析者とが異なる場合、本実施形態の効果が表れる。すなわち、解
析者は、超音波検査後、せん断波到達画像により、せん断波が解析者の所望通りに伝搬し
ているか否かを確認することができる。解析者は、せん断波到達画像に基づいて、所定領
域内の組織の弾性率を計算することが可能となる。このため、例えば解析結果である弾性
率の信頼性を向上させることができる。また、検査者の主観により解析の範囲が決定され
る事態も回避することができ、誤診の可能性を低減することができる。
【０１２０】
　加えて、実施形態に係る各機能は、当該処理を実行するプログラムをワークステーショ
ン等のコンピュータにインストールし、これらをメモリ上で展開することによっても実現
することができる。このとき、コンピュータに当該手法を実行させることのできるプログ
ラムは、磁気ディスク（ハードディスクなど）、光ディスク（ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤなど
）、半導体メモリなどの記憶媒体に格納して頒布することも可能である。
【０１２１】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
ものである。
【符号の説明】
【０１２２】
　１…超音波診断装置、３…超音波プローブ、５…装置本体、７…表示部、９…入力部、
１１…送信部、１３…受信部、１５…Ｂモード処理部、１７…ドプラ処理部、１９…変位
量計算部、２１…到達時間決定部、２２…速度計算部、２３…画像発生部、２５…画像合
成部、２７…記憶部、２９…インターフェース部、３１…制御プロセッサ（ＣＰＵ）、１
００…医用画像処理装置、１０１…医用画像処理装置
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